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1.はじめに 
 

この度、株式会社インフォ・テックでは平成２7年度法改正に伴う Ver8.1.0.0 プログラムを提供しま

す。前バージョン（Ver8.0.1.0）では 4月以降の利用票（提供票）実績入力への取込機能を制限させて

いただいておりましたが、今回のバージョンアップにより制限を解除し、4月の実績および給付管理票・

給付費請求書の作成が可能になります。 

 

また、介五郎の新機能としまして、マニュアルビューアの閲覧機能を追加しました。マニュアルビュ

ーアにより、介五郎の各機能について、これまでより詳しくお調べいただくことが可能となります。 

（※こちらの使用方法については別冊マニュアルにてご説明しております） 

 

そのほか、以下の点について変更・対応いたしました。 

 

●居宅支援の特定事業所加算への対応 

●居宅支援の認知症加算・独居高齢者加算の廃止 

●請求明細書摘要欄の記載事項への対応 

●住所地特例の入力場所の変更 

●給付管理票・給付費明細書・利用票/提供票別表の様式変更 

●処遇改善加算一覧表の様式変更 

●医療訪問看護における労災請求書への対応 

 

 

 

 

 

提供月 4 月分の利用票/提供票実績入力への取込・登録をできないように機能制限を設けさせていただ

いておりましたが、今回の Ver.8.1.0.0 でその制限を解除しました。 

 

Ver.8.0.1.0 Ver.8.1.0.0 

     

 

  

 

 

  

注意！ 

制限解除 
実績入力へ取込・登録可能 
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2. （居宅支援）特定事業所加算 
 

特定事業所加算の算定要件について、人員配置要件の強化や人材育成に関する協力体制を整備してい

る場合を追加し、各加算の要件も見直されました。また、中重度者の利用者が占める割合については、

50％以上とされていた要件が 40％に緩和されました。今回の制度改正により、居宅介護支援の特定事

業所加算に、新設の「特定事業所加算Ⅱ」が追加されました。 

平成 27年 3月以前の特定事業所加算Ⅱは、平成27 年 4月以降は特定事業所加算Ⅲとなります。 

 

 

改定前  改定後 

特定事業所加算（Ⅰ） 500 単位/月 

⇒ 

特定事業所加算（Ⅰ） 500単位/月 

特定事業所加算（Ⅱ） 400単位/月 

特定事業所加算（Ⅱ） 300 単位/月 特定事業所加算（Ⅲ） 300単位/月 

 

 

各加算 算定要件 

特定事業所加算

（Ⅰ） 

1. 常勤専従の主任介護支援専門員を 2名以上配置 

2. 常勤専従の介護支援専門員を 3名以上配置 

3. 中重度の利用者の占める割合が 40％以上 

4. 法定研修等における実習受入事業所となるなど人材育成への協力体制の整備 

特定事業所加算

（Ⅱ） 

1. 常勤専従の主任介護支援専門員を 1名以上配置 

2. 常勤専従の介護支援専門員を 3名以上配置 

3. 法定研修等における実習受入事業所となるなど人材育成への協力体制の整備 

特定事業所加算

（Ⅲ） 

1. 常勤専従の主任介護支援専門員を 1名以上配置 

2. 常勤専従の介護支援専門員を 2名以上配置 

3. 法定研修等における実習受入事業所となるなど人材育成への協力体制の整備 
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＜請求書作成画面＞ 

 

 

各設定項目 

項目名 状態 

特定事業所加算Ⅰ 特定事業所加算Ⅰを算定する場合にチェックをいれます。 

特定事業所加算Ⅱ 特定事業所加算Ⅱを算定する場合にチェックをいれます。 

特定事業所加算Ⅲ 特定事業所加算Ⅲを算定する場合にチェックをいれます。 

 

 

 

＜特定事業所加算の入力＞ 

 

① 以下のいずれかの方法で起動できます。 

 

・メインメニューの「給付費請求書」 

をクリック 

 

 

 

 

  

・「請求処理 (D)」内の「介護保険）給付費請求

書(S)」をクリック 
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② 提供月・事業所番号を選択し、請求書作成ボ

タンをクリックしてください。 

  

 

③ 請求を行う利用者を選択し、該当する特定事

業所加算の区分にチェックをいれます。 

 

  作成開始ボタンをクリックします。 

  

 

④ 請求ファイルが作成されます。必要に応じて

作成履歴をご確認ください。 

 

  

 

※給付費明細書にて、算定した加算を確認 

することが出来ます。 
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3. （居宅支援）請求情報画面の変更 
 

今回の制度改正により、居宅介護支援の加算から「認知症加算」と「独居高齢者加算」が廃止され、

基本報酬に包括化されることになりました。これにともない、提供月を平成 27 年 4 月以降にして利用

票実績入力を開いた場合、請求情報の画面から両加算を削除しました。 

 

＜請求情報画面の開き方＞ 

 

① 以下のいずれかの方法で起動できます。 

 

・メインメニューの「利用票実績入力」 

をクリック 

 

 

 

 

 

・「日常処理(P)」内の「居宅介護）利用票実績

入力(J)」をクリック 

  

 

② 利用者・提供月を選択し、「請求情報」タブを

クリックしてください。 

  

（提供月が平成 27年4月以降の場合） 

→認知症加算・独居高齢者加算なし 

  

  

（提供月が平成 27年3月以前の場合） 

→認知症加算・独居高齢者加算あり 

  

  



7 

 

4. 摘要欄記載事項の入力 
 

今回の制度改正で新設された加算のうち下記の加算については、提供票予定/実績入力画面で加算を入

力する際に、請求明細書の摘要欄の記載事項もあわせて入力していただく必要があります。 

 

 

4-1.短期集中個別リハビリテーション実施加算（通所リハ） 

短期集中個別リハビリテーション実施加算を算定する場合は、病院もしくは診療所または介護保険施

設から退院・退所した年月日又は要介護認定を受けた日を給付費明細書の摘要欄に記載する必要があり

ます。 

 

＜起算日の入力＞ 

 

① 提供票予定/実績入力で空白の明細行をダブ

ルクリックしてください。 

 

 

 

 

 

  

 

② サービス内容入力画面が開くので、サービス

種類・事業所名等を入力して、サービス名を

「通所リハ短期集中個別リハ加算」にすると、

右上に起算日の入力枠が表示されます。 

  この「起算日」に退院・退所した日、又は要

介護認定を受けた日を入力してください。 
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※給付費明細書の摘要欄には左図のように 8桁

の数字で年月日が表記されます。 

 

 

 

 

4-2.重度療養管理加算（通所リハ） 

重度療養管理加算を算定する場合は、利用者の状態を下記イ～リの選択肢より選び、給付費明細書の

摘要欄に記載する必要があります。複数の状態に該当する場合は、主たる状態のみを選択し、記載しま

す。 
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各設定項目 

項目名 状態 

イ－喀痰吸引 常時頻回の喀痰吸引を実施している状態。 

ロ－人工呼吸器 呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態。 

ハ－中心静脈注射 中心静脈注射を実施している状態。 

ニ－重篤な合併症 人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併症を有する状態。 

ホ－重篤な心機能障害 重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している

状態。 

ヘ－ストーマの処置 膀胱又は直腸の機能障害の程度が身体障害者福祉法施行規則別表第 5号

に掲げる身体障害者障害程度等級表の 4 級以上に該当し、かつ、ストー

マの処置を実施している状態。 

ト－胃瘻等の経腸栄養 経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態。 

チ－褥瘡に対する治療 褥瘡に対する治療を実施している状態。 

リ－気管切開 気管切開が行われている状態。 

 

＜状態の入力＞ 

 

① 提供票予定/実績入力で空白の明細行をダブ

ルクリックしてください。 

 

 

 

 

 

  

 

② サービス内容入力画面が開くので、サービス

種類・事業所名等を入力して、サービス名を

「通所リハ重度療養管理加算」にすると、右

上に状態の入力枠が表示されます。該当する

選択肢を選んでください。 

  （複数該当する場合はその中で主なものを 1

つ選んでください） 
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※給付費明細書の摘要欄には左図のようにイ～

リのカタカナが表記されます。 

 

 

4-3.看取り連携体制加算（小規模多機能型居宅介護） 

看取り連携体制加算を算定する場合は、対象者が死亡した日を給付費明細書の摘要欄に記載する必要

があります。 

 

＜死亡日の入力＞ 

 

① 提供票予定/実績入力で空白の明細行をダブ

ルクリックしてください。 

 

 

 

 

 

 

② サービス内容入力画面が開くので、サービス

種類・事業所名等を入力して、サービス名を

「小規模多機能看取り連携体制加算」にする

と、右上に死亡日の入力枠が表示されるので、

入力してください。 
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※給付費明細書の摘要欄には左図のように 8桁

の数字で年月日が表記されます。 

 

 

 

 

記載事項の入力をし忘れた場合（未入力エラー） 

 上記の記載事項を入力し忘れた場合、給付費請求書の作成時に未入力エラーリストを出力します。

エラーリストの内容を確認して提供票予定/実績入力に戻り、未入力箇所を入力してください。 

 

 ・摘要に必要な情報が入力されていません（通所リハ重度療養管理加算） 

  →状態が未入力です。 

 ・摘要に必要な情報が入力されていません（通所リハ短期集中個別リハ加算） 

  →起算日（＝退院・退所日、又は要介護認定を受けた日）が未入力です。 

 

 ・摘要に必要な情報が入力されていません（小規模多機能看取り連携体制加算） 

  →死亡日が未入力です。 

 

   

 

注意！ 
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5. 請求書・利用票等の様式変更  
 

給付管理票および給付費請求書、利用票・提供票別表の様式の一部が変更になりました。新しい総合

事業に関わる項目が追加されています。 

 

新様式 旧様式 

・給付管理票  

 

 

 

・介護給付費明細書  
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新様式 旧様式 

・利用票別表  

 

 

 

・提供票別表  
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6. 処遇改善加算一覧表の様式変更  
 

処遇改善加算一覧表の様式を一部変更しました。これまでの様式では「全体」の項目に処遇改善加算

を加える前の、加算の元となる単位数・金額を表示していました。今回の変更で加算の元となる単位数・

金額は「所定単位」の欄に表示し、「全体」には処遇改善加算分も含めた全体の単位数・金額を表示する

ようになりました。新様式の処遇改善加算一覧表は提供月が平成 27年4月以降の場合に出力します。 

 

新様式（提供月平成 27年 4月以降） 

 

 

 

 

 

旧様式（提供月平成 27年 3月まで） 

 
 

 

全体 

元の単位数・金額 ＋ 

処遇改善加算分の単位数・金額 

所定単位 

元の単位数・金額 

（＝処遇改善加算を除いた単位数・金額） 

全体 

元の単位数・金額 

（＝処遇改善加算を除いた単位数・金額） 
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7. 住所地特例の請求書への反映 
  

 住所地特例として地域密着サービスを住所地特例対象者に提供する場合は事前に利用者台帳内の「住

所地特例保険者」を設定する必要があります。 

 

（利用者台帳－拡張情報タブ） 

 

 

 

 

住所地特例は地域密着型サービスのみ適用となります。 

  

 

 

 

利用者台帳内の「住所地特例保険者」は Ver.8.0.1.0 では「その他」タブにありましたが、Ver8.1.0.0

では「拡張情報」タブに移動しました。 

  

 

 

注意！ 

注意！ 
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住所地特例項目を入力し請求書を作成すると請求明細書部の「（住所地特例対象者）給付費明細欄」に

記載されます。（１枚に３行しか入らないためサービスコードが多い場合は複数ページに跨ります。） 

 

（給付費明細書） 

 

 

  

5 
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8. 労災請求書対応（医療） 
 

 

平成 26 年 9 月請求分より労災の請求における請求書の様式が変更になりましたので、今回のバージョ

ンアップにて対応しました。実際の請求書は規定の用紙（OCR）での提出となったため、介五郎で印刷

したものを転記する形での対応となります。 

 

 

 

各設定項目 

項目名 説明 

（労災）傷病の経過 クリックすることで傷病の経過の入力画面が表示されます。 

労働者の住所 既定値では、利用者台帳の住所が表示されます。異なる場合は、労働者の住所

を入力します。 
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＜様式変更に伴う手順＞ 

様式変更に伴い、追加されている項目があります。下記手順に従い、入力を行って下さい。 

 

 

 

① まずは、事業所台帳にて、労災指定の訪問看護

ステーション番号を入力して、登録を行いま

す。 

 

  

 

 

② 実績入力画面の「利用者状況」タブにて、基準

告示２の１に規定する疾患等の有無を選択し

ます。 

 

 

  

 

③ （労災）傷病の経過ボタンをクリックします。 
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④ 傷病の経過の入力画面が表示されるので、内容

を入力後、確定ボタンをクリックして下さい。 

  

 

⑤ 労働者の住所を確認して下さい。規定値では利

用者台帳に登録している住所が表示されます。 

異なる場合は直接変更が可能です。 

既に実績が作成されている場合は台帳読込を

行うことで、表示されます。 

 

  

 

⑥ 登録（F9）をクリックして下さい。 

 

以上で、実績での入力は完了です。 
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＜印刷手順＞ 

入力した実績に基づいて、請求書を作成した後下記の手順で請求書、明細書の印刷を行って下さい。 

 

 

 

① 請求書の作成が完了したら、作成履歴をクリッ

クします。 

 

  

 

② 実出力の種類にて、「労災訪問看護請求書」ま

たは、「労災訪問看護明細書」を選択後、プレ

ビューまたは印刷を行って下さい。 

 

  

 

 

 

労災保険訪問看護費用請求書、及び、労働保険訪問看護費用内訳書については、実際の請求時にはOCR

用紙を利用することになりますので、介五郎で印刷した帳票を直接書き写してお使いください。 

  

 

  

注意！ 
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＜労災保険訪問看護費用請求書（転記用）＞ 

  

 

＜労災保険訪問看護費用請求内訳書（転記用）＞ 

 

  



22 
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